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１ 監査のテーマ 

   債権管理及び収納率向上の取り組みについて 

   地区広域連合から受託した介護保険料の賦課徴収事務を含む） 

 

２ 監査の目的 

   地方公共団体の債権（介護保険料を含む）には、公法上の債権と私法上の債権が

あり、それぞれの所管課において債権管理を行っているところである。収入未済額

の滞納整理事務を中心とした事務処理が関係法令等に基づき適正かつ効率的に執

行されているかはもとより、各所管課が具体的にどのように債権管理を実施してい

るのか、また庁内の連携や情報共有がなされているかなどの観点から監査を実施す

ることにより、今後の適正な収入未済額の債権管理に資することを目的とする。 

 

３ 監査の着眼点 

(1) 債権の発生 

 債権は債権管理台帳等の記録により適正に管理できているか。 

(2) 債権の滞納整理 

 債権は督促、催告、滞納処分や執行停止などの手続きが随時、適正に行われ 

たか。 

(3) 債権の消滅 

不納欠損処分は随時、適正に行われたか。 

 

４ 監査の方法及び項目 

   監査対象部署から下記の項目について、資料の提出及び関係書類の提示を求め、

書面調査並びに説明聴取を行った。 

 

(1) 課等の事務分掌と職員の配置 

① 職員の配置と業務内容 

② 分掌事務執行計画 

(2) 収納状況 

(3) 滞納整理の状況 

① 滞納整理の流れ 

② 督促状発送状況 

③ 催告業務の状況 

(4) 滞納処分の状況 

① 差押え 

② 交付要求 
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③ その他 

④ 執行停止 

⑤ 不納欠損 

(5) 債権処理計画の目標達成状況 

(6) 収納率向上の取組状況 

 

５ 監査の対象部署及び対象事務 

(1) 監査の対象部署 

 総務財政部税務課 

  

 健康福祉部子ども未来課 

 建設部建築住宅課 

 上下水道部上水道課 

 上下水道部下水道課 

 地域医療部病院総務課 

 教育委員会事務局教育総務課 

(2) 監査の対象事務 

令和３年度及び令和４年度に執行された下記に掲げる債権に関する徴収事

務及び滞納整理事務 

公債権 

市税    後期高齢者医療保険料 

介護保険料 公共下水道使用料   

公共下水道事業受益者負担金及び分担金 

農業集落排水処理施設使用料 

保育所利用者負担金 

私債権 
市営住宅使用料  医療センター使用料及び手数料 

水道料金  学校給食費負担金 

 

ただし、必要に応じて令和５年度を含むものとする。 

 

６ 監査実施日 

   令和５年１１月１７日 

 

７ 監査の場所 
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８ 監査を執行した監査委員   

  国分  純 

  草川 卓也 

  峯   裕 

 

９ 監査の結果 

  債権管理及び収納率向上の取り組みについて監査した結果、詳細については次に

記載したとおりである。 
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１ 債権の分類 

債 
 

権 

公債権 
強制徴収公債権 

市税   

後期高齢者医療保険料  介護保険料 

保育所利用者負担金 

公共下水道使用料 

公共下水道事業受益者負担金及び分担金 

非強制徴収公債権 農業集落排水処理施設使用料 

私債権 

市営住宅使用料 

医療センター使用料及び手数料 

水道料金  学校給食費負担金 

  ※ 地方公共団体の債権は公債権と私債権に大別され、公債権はさらに「強制徴収

公債権」と「非強制徴収公債権」に区分される。 

 

①公債権 法律等に徴収の根拠が規定されている債権 

 強制徴収公債権 

   法律等に地方税の滞納処分の例による処分ができる旨定められている公債権 

 非強制徴収公債権 

   地方税の滞納処分の例による処分ができない公債権 

 

②私債権 条例等や契約など私法上の原因に基づく債権 

 

 「強制徴収公債権」、「非強制徴収公債権」及び「私債権」に分類される債権は、消 

滅時効の年限、時効の援用の要否、不納欠損処分等についてその取扱いが異なるため、 

それぞれ適用を受ける法令、条例等を的確に認識し、十分留意の上債権管理をする必 

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-4-



 

２ 滞納処分と滞納整理 

 強制徴収公債権 非強制徴収公債権 私債権 

債権管理 

 

台帳の作成、徴収計画の策定 

督 促 ・納期限後 20 日以内に期限を指定
して督促（地方税法） 

・市税以外：納期限までに納付がな

い場合は、期限を指定して督促 
（自治法 231 条の 3） 

納期限までに納付が
ない場合は、期限を指
定して督促 

（自治法 231 条の 3） 

履行期限までに履
行しない者がある
ときは、期限を指定
して督促 
（自治令 171 条） 

催 告 

 

自主的納付を促すため行う 

財産調査 滞納処分のため必要がある時は、金

融機関、取引先、滞納者の財産を占

有する第三者などに対し、質問、検

査及び捜索をすることができる。 

（税徴 141・142 条） 

任意の協力による 

差押え 督促状を発付した日から 10

日を経過した日までに完納

しない時は給料や預金、財

産等を差し押さえる 

（地方税法、税徴 47 条） 

手段が必要 

（自治令 171 条の 2） 

換 価 公売により差押え財産を金

銭に換える 

配 当 差押え財産の換金代金を滞

納徴収金に充てる 

 

   強制徴収公債権 

     滞納が発生した場合、督促状、催告書等を送付し、滞納者との交渉等により 

納税の催告等を行うが、これらの手続きを行ってもなお滞納が解消されない場 

合、滞納処分により強制徴収する。滞納処分の手続きは、差押え、換価、配当 

の順に進められる。 

滞納処分を執行できる財産がない時や滞納処分によって生活を著しく窮迫

させるおそれがある場合には、その執行を停止できる。 

 

   非強制徴収公債権及び私債権 

     地方税の滞納処分の例により強制徴収できる旨の規定がなく、強制徴収する 

に基づく手続 

きによらなければならない。 

滞

納

処

分 

強

制

執

行 
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３ 滞納処分の停止と徴収停止 

   財産調査を行っても換価可能財産がない等、下記の要件に該当すると認める時は、 

滞納処分の執行を停止することができる。 

強
制
徴
収
公
債
権 

滞
納
処
分
の
停
止 

一定の要件に該当する場合には滞納処分の執行を停止

できる           （地税 15 条の 7 第 1 項） 

①滞納処分をすることができる財産がないとき 

②滞納処分をすることによって滞納者の生活を著しく 

窮迫させるおそれがあるとき 

③その所在及び滞納処分をすることができる財産がと 

もに不明であるとき 

執行停止が３年間継

続したときは、当該徴

収金を納付又は納入

する義務が消滅する。 

（地税 15 条の 7 第 4 項） 

非
強
制
徴
収
公
債
権 

徴
収
停
止 

要件のいずれか一つに該当し、これを履行させることが

著しく困難又は不適当であると認められる場合に、以後

その保全及び取立てをしない場合は徴収停止できる。 

①法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業 

を再開する見込みが全くなく、かつ、差し押さえるこ 

とができる財産の価額が強制執行の費用をこえない 

と認められるとき。 

②債務者の所在が不明であり、かつ、差し押さえること 

ができる財産の価額が強制執行の費用をこえないと 

認められるとき。 

③債権金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと 

認められるとき。 

自治令 171 条の 5 

私 

債 

権 

に関する条例 7 条 
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４ 消滅時効 

 

 
消滅時効 

時効の援用の 

要否 

強制徴収公債権 

 
【市税】5 年(地税 18 条) 
    法定納期限の翌日から起算して５年間行使しな 

いことによって、時効により消滅する。 
【公債権】５年（自治 236 条） 
    これを行使することができる時から５年間行使

しないときは、時効によって消滅する。 
【後期高齢者医療保険料】２年（高齢者医療 160 条） 
【介 護 保 険 料】２年（介保 200 条） 

不要 

非強制徴収公債権 不要 

 強制徴収公債権及び非強制徴収公債権 

     市税については、地方税法第 18 条の規定により、法定納期限の翌日から起 

算して５年間行使しない時は時効により消滅し、市税以外の公債権については、 

地方自治法第 236 条第 1 項の規定により、金銭の給付を目的とする普通地方 

公共団体の権利は、これを行使することができる時から５年間行使しないとき 

は時効によって消滅する。ただし、後期高齢者医療保険料及び介護保険料につ 

いては、各法令により２年の消滅時効が定められている。 

     時効の援用をしなくても債権は消滅する。 

 

 
消滅時効 

時効の援用の 

要否 

私債権 

・債権者が権利を行使することができることを知った時
から５年間行使しないとき 

・権利を行使することができる時から１０年間行使しな
いとき               ( 166 条) 

必要 

  私債権 

      

の別に設けられていた短期消滅時効が廃止され、時効の起算時が「債権者が権 

利を行使することができることを知った時」（主観的起算時）と、「権利を行使 

することができる時」（客観的起算時）の二種類に分けられ、それぞれ５年と 

１０年に定められた。 

     また、消滅時効について、私債権の場合は時効期間が経過しても債務者が時 

効の援用をしない限り債権は消滅しない。 

 

  ※時効は、その期間の中途に何らかの事実が発生した場合に、その事実に対応する 

期間は時効が完成せず、その期間経過後に新たな時効が進行する。 

【時効の完成猶予と更新】 

-7-



 

５ 不納欠損処分 

   時効等により債権が消滅した場合や、徴収不能により債権放棄をした場合に行わ

れる地方自治法上の会計処理手続であり、決算上の不納欠損額として処理計上され

るものである。 

   不納欠損ができるのは、次の通りである。 

 

強制徴収公債権 非強制徴収公債権 私債権 

●消滅時効による 
  時効の完成により債権が消滅したとき 
  時効の援用不要 

 (地税 18 条、自治 236 条) 

時効の経過後、債務者から時
効の援用があったとき 

 

 ( 145 条) 

①滞納処分の執行停止の継 
続による債務の免除 

(地税 15 条の 7 第 4 項) 
②滞納処分の執行停止に伴う
即時の欠損 

 (地税 15 条の 7 第 5 項) 

①権利放棄した債権 
(自治 96 条 1 項 10 号) 

②自治令 171 条の 6 により履 
行延期の特約を結び、自治 
令 171 条の 7 により１０年 

を経過して資力がなく弁済 
見込みのないものを免除し 
たとき 

③解散した法人 

①生活困窮 
②破産免責 

③時効期間経過 
④強制執行終結 
⑤徴収停止 

⑥限定承認 
(
例 8 条) 
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種別 税目 調定額 収入済額
不納欠損額

（対調定）
収入未済額 還付未済額 収納率

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

環境性能割 現年

現年

滞納

現年

滞納

現年

現年

滞納

現年

滞納

強

制

徴

収

公

債

権
（

市

税
）

固定資産税

純固定資産税

小計

たばこ税

特別土地保有税

入湯税

都市計画税

交付金現年

 １ 収納状況

（単位：千円）

区分

個人

法人

軽自動車税

種別割
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種別 税目 調定額 収入済額
不納欠損額

（対調定）
収入未済額 還付未済額 収納率

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

保育所利用者負担金

公共下水道使用料

小計

公共下水道事業

受益者負担金

及び分担金

非

強

制

徴

収

公

債

権

農業集落排水

処理施設使用料

強

制

徴

収

公

債

権

区分

（単位：千円）

介護保険料

後期高齢者医療保険料

(一般)

(退職)
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種別 税目 調定額 収入済額
不納欠損額

（対調定）
収入未済額 還付未済額 収納率

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

現年

滞納

 

 

 ○不納欠損額においては、後期高齢者医療保険料及び介護保険料の滞納繰越分の割合が高

い。後期高齢者医療保険料及び介護保険料については、時効期間が２年となっており、強制徴収

公債権ながら滞納処分にまで至っていないためと考えられる。

収納体制を強化することにより収納率の向上が図られた。その結果、特に滞納分の収納率におい

て、令和３年度の１７．６７％から、令和４年度は２３．５０％と５．８３ポイント上昇した。

市営住宅使用料

区分

（単位：千円）

学校給食費

中学校

水道料金

学校給食費

私

債

権

小学校

小計

合  計

【収納状況の結果】

保健体育費

学校給食費

医療センター

使用料・手数料

○現年度分全体の収納率においては、９９．１０％であり、高い収納率であることから、各部署

において収納率向上に取り組む仕組みと姿勢が伺える。一方、滞納繰越分においては収納率が低

い傾向である。
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２ 滞納整理の状況 

(1) 督促状の発送状況（Ｒ４年度） 

 

債権名 督促状発送件数 

公 

債 

権 

市  税 12,336 

 5,939 

後期高齢者医療保険料 644 

介護保険料 1,128 

保育所利用者負担金 83 

公共下水道使用料 4,647 

公共下水道事業受益者負担金及び分担金 226 

農業集落排水処理施設使用料 684 

私
債
権 

市営住宅使用料 242 

水道料金 9,924 

給食費負担金 60 

医療センター使用料等 174 

※強制徴収公債権については、督促状は滞納処分の前提条件となっている。 

非強制徴収公債権及び私債権については、督促を行ってもなお納付がないと 

きは、訴訟手続きにより履行の請求をしなければならない。 

 

【督促状の発送状況の結果】 

○公債権、私債権いずれも「督促しなければならない」と規定されており、そ 

の規定通り発送されていた。 

 

 

 

 

 

（単位：件） 
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(2) 催告の状況（Ｒ４年度） 

公 

債 

権 

市   税 

催告書：508 件（国 を含む） 

最終催告書：456 件（国 を含む） 

移管予告：383 件    差押事前通知：132 件 

 1,085 件  収納コールセンター704 件 

後期高齢者医療保険料 催告書：162 件     電話催告：2 件 

介護保険料 
催告書：339 件     未納のお知らせ：667 件 

市独自の催告書：95 件 

保育所利用者負担金 催告書：35 件     電話催告：15 件 

公共下水道使用料 催告書 4,801 件 

公共下水道事業受益者
負担金及び分担金 

催告書：49 件     電話催告：10 件 

訪問徴収：17 件 

農業集落排水施設 
使用料 

催告書：137 件     電話催告：66 件 

訪問徴収：21 件 

私 
債 
権 

市営住宅使用料 
催告書：27 件     電話催告：36 件 

訪問徴収：161 件 

水道料金 催告書：4,796 件    訪問徴収：277 件 

学校給食費負担金 催告書：76 件     電話催告：184 件 

医療センター使用料等 
催告書：2,087 件    電話催告：56 件 

分納誓約：38 件    弁護士委任：16 件 

【催告の状況の結果】 

○市税については、滞納税額や納付履行状況に応じて催告し、自主納付を促し

ており、高額滞納者や困難な事例については、三重地方税管理回収機構での

滞納処分を実施するべく、「移管予告」を通知している。 

て行う

収納コールセンターでの電話催告により、三重県全体の収納率を上げる取り

組みがあった。 

    ○介護保険料については、 地区広域連合において介護保険事業を行い、 

     賦課徴収を各市で実施していることから、収納率向上のため、納付者にわか 

     りやすい催告書を作成し発送したところ、収納率の向上がみられた。 

○公共下水道事業受益者負担金及び分担金については、文書催告のほか、電話 
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○農業集落排水処理施設使用料については、令和５年度から 上の手続きに 

より裁判所から支払督促を発送。このことにより効果がみられた。 

    ○市営住宅使用料及び水道料金の私債権においても、文書による催告状だけで 

みられた。 

特に、水道料金の令和５年度の収納率向上の取り組みとして、転出等で水道

を停止した滞納がある方に対し納付催告をしたところ、一定の効果がみられ

た。 

○医療センター使用料及び手数料については、医療未収金管理回収業務を弁護 

士に委任し、回収率の向上に努められた。 

〇保育所利用者負担金及び給食費負担金は、児童手当からの振替を推進し、収

納率向上に努められた。 
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(3) 滞納処分の状況 

①差押換価件数（令和４年度） 

 給与 年金 預金等 計 

市  税 35 件 25 件 45 件 105 件 

 9,034,653 円 8,018,151 円 4,651,034 円 21,703,838 円 

後期高齢者医療保険料 0 0 0 0 

介護保険料 0 0 0 0 

保育所利用者負担金 0 0 0 0 

公共下水道使用料 0 0 0 0 

公共下水道受益者 
負担金及び分担金 

0 0 0 0 

 

②交付要求件数（令和４年度） 

 破産 公売・競売 債権 

滞納 配当 滞納 配当 滞納 配当 

市  税 1 件 1 件 9 件 1 件 27 件 23 件 

税 172,400 
   円 

163,800 
   円 

10,699,343 
   円 

3,948,343 
   円 

3,282,100 
   円 

1,007,493 
   円 

後期高齢者医療
保険料 0 0 0 0 0 0 

介護保険料 0 0 0 0 
1 件 1 件 

226,850 円 88,300 円 

保育所利用者 
負担金 0 0 0 0 0 0 

公共下水道 
使用料 0 0 0 0 0 0 

公共下水道受益者
負担金及び分担金 0 0 0 0 0 0 

【滞納処分の結果】 

○ 滞納処分に関する専門的知識、経験

を有する税務課収納対策グループが回収業務に積極的に取り組むことで、

差押換価件数、交付要求件数ともに実績をあげている。 

○後期高齢者医療保険料及び介護保険料については、消滅時効が２年と短期 

間であること、人員不足と滞納処分に関するノウハウの蓄積が図れていな 

いことから滞納処分が実施できていなかった。 
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     ○保育所利用者負担金については、申し出があった場合に児童手当から振替 

をすることで徴収を行っているが、徴収できない未収金の滞納処分は実施

できておらず、人員不足とノウハウの獲得が課題である。 

     ○公共下水道使用料については、水道使用料と併せて徴収しているため、停 

水予告の通知により徴収できているが、停水予告の効果が及ばない転出者 

等の未収金に対する滞納処分は実施できておらず、人員不足とノウハウの 

獲得が課題である。 

     ○公共下水道受益者負担金及び分担金については、公共下水道使用料と同じ 

く、差押え等の滞納処分を実施する必要があるが、人員不足と滞納整理に 

関するノウハウの獲得が課題である。 

 

より、強制執行を実施。差押えによる換価を行った。 
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３ 執行停止と徴収停止の状況 

  （1）執行停止の状況（令和４年度） 

   換価不能 
(地税 15-7-1-1) 

生活保護等 
(地税 15-7-1-2) 

行方不明等 
(地税 15-7-1-3) 

市   税 
174 件 105 件 186 件 

5,849,251 円 2,453,680 円 9,643,631 円 

 
118 件 60 件 83 件 

5,665,300 円 4,052,100 円 3,969,877 円 

後期高齢者医療保険料 
1 件 13 件 10 件 

7,431 円 363,444 円 402,181 円 

介護保険料 0 0 0 

保育所利用者負担金 0 0 0 

公共下水道使用料 0 0 
28 件 

194,270 円 

下水道事業受益者 
負担金及び分担金 0 

3 件 
0 

99,600 円 

   

（2）徴収停止の状況（令和４年度） 

   法人事業休止 
(自治令 171-5-1) 

個人行方不明等 
(自治令 171-5-2) 

債権金額少額 
(自治令 171-5-3) 

農業集落排水処理施設使用料 0 
8 件 5 件 

79,150 円 20,030 円 

公営住宅使用料 0 0 0 

水道料金 0 
128 件 

0 
516,083 円 

学校給食費 0 0 0 

医療センター使用料等 0 
3 件 

0 
585,991 円 

  ※ 執行停止と徴収停止の違いは、執行停止が、一定期間経過後（執行停止が３年

継続したとき）に納入義務が消滅するということに対して、徴収停止は、当該債権

について保全及び取立てをしないことにある。 
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４ 不納欠損処分の状況（令和４年度） 

 換価不能 
(地税15-7-1-1) 

生活保護等 
(地税 15-7-1-2) 

行方不明等 
(地税15-7-1-3) 

時効 
(地税 18 条) 

市  税 
124 件 127 件 102 件 307 件 

4,580,427 円 2,753,441 円 2,402,173 円 4,243,362 円 

 
77 件 37 件 30 件 99 件 

3,942,837 円 4,994,250 円 2,077,718 円 3,761,600 円 

後期高齢者医療保険料 0 0 0 
24 件 

473,768 円 

介護保険料 0 0 0 
141 件 

5,201,050 円 

保育所利用者負担金 0 0 0 0 

公共下水道使用料 0 0 0 
84 件 

371,579 円 

下水道事業受益者 
負担金及び分担金 0 0 0 

7 件 

189,300 円 

 

 時効 
(自治 236 条) 

   

農業集落排水処理施設

使用料 

3 件 
   

62,593 円 

 

 生活困窮 
(条例 

8-1-1) 

破産免責 
(条例 

8-1-2) 

時 効 期 間
経過 
(条例 

8-1-3) 

強 制 執 行
終結 
(条例 

8-1-4) 

徴 収 停 止
後期間 
経過 
(条例 

8-1-5) 

相 続 の 限
定承認 
(条例 

8-1-6) 

公営住宅使用料 0 0 0 0 
2 件 

0 110,000    
円 

水道料金 0 0 0 0 
113 件 

0 296,579      
円 

学校給食費 0 0 0 0 0 0 

医療センター 

使用料等 

7 件 
0 0 0 0 0 299,579 

円 

【不納欠損処分の結果】 

○どの債権についても、規定通りに執行されていた。 
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  以上が、令和５年度行政監査を実施した概要である。 

  地方自治法第１９９条第１０項の規定に基づき、組織及び運営の合理化に資するた

め次のとおり意見を述べる。 

今回の行政監査は、収入未済額の滞納整理事務を適正かつ効率的に執行するため、

「監査の着眼点」の他にも、「滞納処分等判定委員会をはじめ、公債権部会、私債権部

会において各関係部署が連携して滞納整理事務を実施できているか」について監査を

実施したものである。 

  提出資料からも、各所管課が債権回収のため、各マニュアルに沿った債権回収や、

滞納処分等判定委員会や各部会を定期的に持つことでお互いの情報共有を行い、必要

に応じて連携を図っている取り組みが確認された。そのため、現年分の収納率は全体

で９９．１０％と高い数字になっており、各所管課の努力の成果であると考える。 

  滞納繰越分収納率については、全体で２４．１４％となっており、滞納となった債

権の回収が難しいことが伺える。債権管理については滞納処分等判定委員会や各部会

において、税務課収納対策グループが主となり指導助言を行っているが、基本的には

債権管理は各所管課が行うこととなっている。 

については、専門的知識と経験を有する税務課収納対策グ

ループが担当しており、しっかりとした滞納マニュアルを作成し、滞納整理を行うと

ともに、滞納処分等判定委員会や各市との情報交換、県との連携で情報を共有しやす

い横のつながりを設けていることで回収率向上に努められており、評価できる。 

また、

上の手続きが必要であることから専門家である弁護士に委任し、支払督促の発送や強

制執行による差押えを実施する等、各所管課において様々な手法により回収に取り組

まれている。 

一方、 ついては、督促や催告に取

り組まれ、自主納付を促しているものの、日々の通常業務があり、なかなか滞納整理

事務までは手が回らない状況である。現場の職員は差押えや執行停止等の滞納処分を

行っていくことの必要性は感じつつも、人員不足や滞納処分に関するノウハウの獲得

等の課題があり、適切な滞納処分を進めることができていない状況である。 

このような中、複数の債権を一元化して徴収する「公金債権回収の一元化」に取り

組む市町が増えてきている。特に強制徴収公債権についての徴収業務を集約すること

は、人員配置や専門的知識の獲得に配慮が必要ではあるが、適切な滞納処分が期待で

きる非常に有効な取り組みである。また滞納者にとっても、納付相談や手続き等が一

つの窓口で済むことは、大きなメリットになると考える。 

このようなことから、所管課の債権管理の課題を整理し、全庁的な問題意識の共有

のもと、「公金債権回収の一元化」を検討されたい。税の公平性の観点から、適正な債

権管理に努められ、事務の合理化が図られるよう期待するものである。 
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